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Ⅰ　問題の所在

私たちが取り結ぶ人間関係は格差問題と密接に
関連する。階層格差の主要因である出身階層によ
る格差は，親と子の間で交換される資源の多寡に
より生じる。1990 年代後半からの社会関係資本

（Social Capital）論の流行とともに，人生における
さまざまな事象と諸個人の有する，あるいは埋め
込まれる関係性との関連が指摘されるようになっ
た 1）。このことはつまり，諸個人の取り結ぶ人間

関係が，彼ら／彼女らの人生の諸側面に影響を与
え，結果として格差の拡大に寄与しうることを意
味する。

ネットワークと格差の関連が想起される一方，
格差をめぐるネットワーク論の体系的な整理は，
これまであまりなされてこなかった。本論文で
は，「格差」を導きの糸として，これまで展開さ
れてきたネットワーク研究を整理し，それを踏ま
え，今後，検討すべき研究視座を提供する。

Ⅱ　原初的研究としての就職・転職研究

格差という文脈でネットワーク研究を捉えたと
きに，まず思い浮かぶのが，高い地位や収入への
ネットワークの効果を検討した就職・転職研究で
ある。以下では，ネットワークと就職・転職の研
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ネットワークと格差については，その関連が想起される一方で，一連の議論の体系的整理
は，これまであまりなされなかった。本論文では，「格差」を導きの糸として，これまで
展開されてきたネットワーク研究を整理し，それを踏まえ，今後，検討すべき研究視座を
提供する。まず，格差論と密接な関係にある地位達成研究に焦点をあて，ネットワークが
高い地位や収入の獲得にどの程度影響するのか検討する。次に，諸個人の保持するネット
ワークそのものの格差性，同類結合と格差拡大の可能性について検討する。具体的に提示
されるのは，以下の論点である。地位達成研究からは，ネットワークが格差要因として強
い規定力をもつ傾向は見られない。しかしながら，現在社会の状況に鑑みると，ネット
ワークは以下の点で格差に寄与しうると考えられる。第一に，個人化してゆく社会では，
関係の自由選択化が進むため，友人関係に恵まれる人，恵まれない人の差が拡大する。い
わば関係格差といった状況が生じる。第二に，自由選択の中での同類結合は，人びとの業
績的同類結合を強めるため，それが生活面での格差をもたらす可能性がある。以上の点を
踏まえると，今後，格差の視点を取り入れながら，諸個人のネットワークのありよう，お
よび，その効果を検討する必要性は高い。
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究から，職業キャリアにおけるネットワークの効
果について，格差問題を中心にまとめてゆこう。

職業的地位達成とネットワークの関連を扱った
原初的研究としてあげられるのが，Granovetter

（1973； [1974] 1995=1998）の転職研究である。彼
は，「行為者と接触頻度の少ない（弱い）関係に
ある他者（知人）は，行為者と異なった社会圏で
生活する可能性が高いゆえ，情報伝達の機能を果
たす」という「弱い紐帯の強み」（The strength of 
weak ties）仮説を立て，転職の事例を用いて実証
的に検討した。その結果，転職を行う人びとの大
半はネットワークを通じて就職情報を得ており，
なかでも弱い紐帯が収入や地位の面でより有用な
情報をもたらすことを明らかにした。しかし，そ
の効果は必ずしも一貫しておらず，弱い紐帯の有
用性は未だに不明確である 2）。

転職または就職へのネットワークの効果を検討
した研究は，その後，入職経路の研究として，日
本でも多くの研究者によって行われてきた。しか
し，これらの知見は，転職・就職におけるネット
ワークの活用が諸個人の地位達成に寄与する─
格差の拡大をもたらしうることを示すものではな
い。

佐藤（1998）は 1995 年の社会階層と社会移動
全国調査（以下，SSM 調査）のデータを利用して，
初職と現職の威信に対する入職経路（学校関係，
個人的紐帯，血縁関係，直接参入）の効果を分析し
た。その結果，個人的紐帯や血縁関係を利用した
就職は，初職の威信に対してマイナスの効果を
持っており，現職に対しても有効な効果を示さな
いことが明らかになった。

2005 年の SSM 調査の結果を用いて，初職・現
職の威信に対する入職経路の効果を検討した石田
光規・小林（2011），石田光規（2009）の分析にお
いても，ネットワークを経由した就職は，高い
地位の獲得に寄与していなかった。同様の傾向
は，転職者 1875 人のデータを分析した蔡・守島

（2002）の研究においても認められる。したがっ
て，転職・就職とネットワークに関する一連の研
究から，人びとのネットワークが，高地位あるい
は高収入をもたらすと論じることは難しい。

とはいえ，ネットワークが諸個人の職業キャリ

アに何の影響ももたらさないわけではない。先の
石田（2009）の論文では，転職時におけるネット
ワークは，地位達成ではなくマイナスの事態を
補塡するセーフティネットとして機能し，その中
心は血縁関係が担っていることを明らかにして
いる。また，初職の就職にあたって（石田・小林 
2011）や若年時の就職にあたって（石田賢示 2011）
は，血縁関係が就職企業とのマッチング効果をも
つことが指摘されている。

以上の研究から，日本で職業キャリアを歩む人
びとにとって，ネットワークは，1）高い地位に
到達するための「戦略的資源」ではなく，マイナ
ス面の補塡や環境に適合するための「保護的資
源」として用いられ，かつ，2）その中心は親族
が担っているということが明らかになった。この
うち，前者は格差論と密接にかかわるため，もう
少し議論しよう。というのも，前者の議論を格差
の視点から言い換えると，ネットワークの格差に
対する影響は，高い職業的地位や収入の獲得と
いった直接的なものではなく，不測の事態への対
応や環境適合といった後方支援にとどまると言え
るからだ。

この結果は，日本社会における対人関係のあり
方をよく表している。森岡（2000）は日米の人間
関係の相違から，ネットワークの地位達成効果の
差異について言及した。すなわち，欧米において
ネットワークは職業的地位達成に動員される資源
とみなされているが，日本でそのような傾向は見
られないと論じている。また，辻・針原（2003）
は日米の人間関係の相違を機会コスト低減の視点
から論じ，アメリカでは効率よく情報を整理する
ために多くの「知人」と結ばれ，日本では相互に
コミットメントの高い関係を維持していると述べ
た。さらに，高校の同窓会ネットワークの機能を
検討した黄は，同窓生について「困ったときに手
を組んで，寄りすがって，何とか生き残るという
ときにはかなり有益だが，一緒に手を組んで世の
なかをのし歩いていこう，という行為にはあまり
使わない」（黄 2007：119）ことを指摘している。
これらの研究は，日本社会において，ネットワー
クが高い所得や待遇を得るための戦略的資源でな
く，生活のサポート資源として使われていること
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を示している。

Ⅲ　格差化するネットワーク

1　関係の自由選択化と格差要因としてのネット
ワーク

さて，それでは，ネットワークと格差にはあま
り関連がないのかというと決してそうではない。
社会関係資本研究では，私たちを取り囲む関係
性が教育（志水 2014），健康（Kawachi et al. eds. 
2013）などさまざまな面で影響を及ぼすことを指
摘している。これは，裏を返すと，諸個人の有す
る関係の質が彼ら／彼女らの人生を大きく左右す
ることを意味している。また，近年の人間関係の
変化を扱った議論は，ネットワークが格差要因と
して顕在化する可能性を示唆している。

石田光規（2015）でも指摘されているように，
個人化の進展とともに，人びとは血縁，地縁，社
縁といった中間集団の拘束から解き放たれつつあ
る。近代資本主義的な生活様式の浸透とセーフ
ティネットの整備によって，人びとは「生活して
ゆくため」に中間集団と濃密な関係を維持する必
要性を失いつつある。これにより，人びとの関係
の維持・形成における自由度は格段に増え，人び
との人間関係は選択化してゆく。辻（2006）はこ
のような状況を関係の「自由市場化」と呼んでい
る。まさに，「ネットワーク的」に関係を自由に
結ぶ時代の到来である。

関係を「自由」に形成できるとすれば，人びと
は何を基準に関係を結ぶのだろうか。おそらくは
個人にとっての有用性が関係の形成・維持の主軸
となる。関係の形成・維持が自由であるからこ
そ，人びとは自らにとって有用な関係を選び，そ
の人とつながる努力をする。個人化の議論が登場
した頃に，つながりの意図的形成を推奨するネッ
トワーキングの議論が出てきたのも偶然ではある
まい 3）。

私たちを拘束する中間集団からの解放は，人間
関係の選択肢を拡大した。しかしながら，関係の
選択化は，人間関係の資源的側面を強調し，関係
格差および閉鎖性の二つの点から格差を助長す

る。以下では，それぞれについて検討しよう。

2　選択化の帰結 1─関係格差の拡大

人びとが自らにとっての有用性を基準として関
係を「自由」に選択できるようになれば，当然な
がら，他者から「必要とされる」資源を多くもつ
人ほど相手から選ばれる可能性が増す。社会階
層研究では，そもそも，多くの人が，自らと似た
ような階層に属する他者よりも，威信の高い他者
を選好することが明らかにされている（Laumann 
1965）。

人びとが有用性を基準に関係を選択してゆけ
ば，選ばれる人／選ばれない人の差が明確にな
り，関係は格差化してゆく。関係の自由選択化は，
選ばれるに足る豊富な資源を有する人びとの人間
関係をより豊かにする一方で，資源の少ない人び
とを関係から排除する側面をもつ。これらの事実
はさまざまな研究によって実証されている。そこ
でまず，社会経済的資源とネットワークとの関連
を分析した結果を見てみよう。

　（1）関係に恵まれる上位層
学歴については，日本に限らず，学歴の高い

人びとほど，選択的な友人関係が多く（Fischer 
1982=2002; Marsden 1987; 陳 1994; 中尾 2002; 松本 
2005），その関係は地理的に分散している（Fischer 
1982=2002; 松本 2005）。つまり，学歴の高い人ほ
ど豊富かつ多様な友人ネットワークをもっている
のである。

この傾向は所得や職業から検討した場合も同じ
である。所得や職業についても，所得の高い人，
専門職や管理職などの高位職に就いている人ほ
ど，ネットワークが豊富で多様という結果が出て
いる（Fischer 1982=2002; 原田 2017）。ここから階
層の上位にいる人ほど人間関係に恵まれていると
言える。

　（2）分断される下位層
では，関係からの排除はどうだろうか。中間集

団の拘束力が強い時代，貧困はつながりの喪失に
結びつかなかった。というのも，いかなる立場に
いようとも，人びとは誰かと結びつかなければ生
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孤立現象から検討してみよう。
孤立の経年変化を推定するにあたっては，信頼

できる統計がいくつか存在する。関係の揺らぎと
して，しばしば言及される生涯未婚率は，男性が
1980 年代から，女性は 1990 年代から右肩上がり
に上昇している（図 1）。結婚できない要因の一つ
として，経済的資源の不足があげられる 5）こと
から（山田 2014），「結婚」という行為に格差が内
包され，下位層が結婚という連帯から排除されて
いることが分かる。

加えて，日本社会では，未だに婚外子は一般的
ではない。言い換えると，結婚しなければ子ども
をもてる可能性は少ない。結婚の可否が格差化し
てゆけば，パートナーの確保のみならず，再生産
人口の確保という点でも格差が広がってゆく。日
本社会では，その善し悪しはさておいて，ケアの
多くを家族メンバーに頼っている。パートナーお
よび子どもをもつ可能性の格差化は，将来的にケ
ア問題として顕在化するであろう（山田 2014）。

いや，ケア問題はすでに生じているとも言いう
る。図 2 は，孤立死の統計が経年的にとられてい
る東京都監察医務院，独立行政法人都市再生機
構（UR），松戸市，岐阜県のデータから孤立死の
推移と孤立死率をまとめたものである。孤立死率
は，孤立死の発生件数を同じ年の死亡総数で除し
たものである。なお，この図は 2004 年から 2013
年までの推移を見ているが，すべてのデータがあ
るのは東京都 23 区と松戸市のみである。

この図を見ると，孤立死件数および孤立死率と
もに，多少の上下動があるものの，右肩上がりの

活してゆけなかったからだ。かつての社会では，
それぞれの場に固有の共同性が存在していたので
ある 4）。

しかし，生活世界の要求を，貨幣を通じて得ら
れるモノやサービスが満たし，中間集団が解体す
ると状況は一変する。つながりの多寡は，相手の
欲求を満たす資源の保有量に強く影響されるよう
になり，資源の乏しい者は目を向けられなくな
る。つまり，関係が格差化し，貧困と孤立がダイ
レクトに結びつくようになるのである。これにつ
いて，貧困研究者の岩田（2012）は以下のように
述べている。

戦前，あるいは戦後 1960 年代なかばにかけての
貧困は，農村全体が貧困であったり，都会でも場
所によって貧困の集中する地域がありました。そ
のなかで，隣人同士や大人数の世帯内の助け合い
があり，貧困地域ならではの社会的な関係が形成
されていたといえます。当時は，貧困と孤立が必
ずしも結びついていなかったわけです。一方で現
代では，単身世帯が増え，世帯規模が非常に小さ
くなり，隣人との関わりがないという人もいま
す。個々人が社会のなかにぽんと放り込まれてい
るような状態，つまり，社会関係が非常に希薄で
す。（岩田・平田 2012：12）

都市の下層社会を研究している西澤も同様の見
解を示している。すなわち，戦後の都市下層が寄
せ場のような空間でゆるやかな「われわれ」感を
醸成していた一方で，現在，下層は「空間的な接
触媒体を奪われつつある」（西澤 2010：29）。以下
では，下層における関係性からの排除について，

図１　生涯未婚率の推移
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傾向にあることがわかる。また，孤立死する人の
傾向としては，無配偶，無職など社会からのつ
ながりを断たれている人，男性，低所得者に多
い（額田 1999; 岸 2012）。日本では，雇用や婚姻と
いった人生回廊のメインストリームから外れた人
びとが，ひとり亡くなるケースが増えているので
ある。

増えているのは孤立死だけではない。玄田
（2013）は，「20 歳以上 59 歳以下の在学中を除く
未婚無業者のうち，ふだんずっと一人か，一緒に
いる人が家族以外にはいない人々」（玄田 2013：
22）を「孤立無業」と名付け，その量的推移を調
査した。その結果，孤立無業は 1996 年から一貫
して増えているとのことだ。孤立無業者の増加
は，孤立死予備軍に当たる人びとの増加を意味す
る。

雇用や婚姻といったメインストリームからの逸
脱と孤立との関連は，社会的孤立について検討し
た諸調査の結果からも裏付けられる。これらの調
査は経年比較を行ったものではないが，ほとん
どすべての調査において，低所得あるいは無業，

未婚あるいは離別者に孤立傾向が見られている
（堀 2004; 河合 2009; 小山 2012; 斉藤 2013; 石田光規 
2016）。

関係の選択化の渦中で生じた雇用および婚姻の
劣化は，下層の人びとの選択肢を奪い，結果とし
て，彼ら／彼女らを関係性から排除しているので
ある。

3　選択化の帰結 2─同類的集団の形成

ネットワークと格差については，自由選択の帰
結としての上層の優越と下層の排除だけでなく，
もう一つ検討すべき要素がある。それが同類結合
である。私たちは，人びとと関係を結ぶにあたり，
自らよりも少し上の人にあこがれると同時に，似
通った性質をもつ人との関係を望む。こういった
性向を同類結合（Homophily）とよぶ。同類結合
の傾向は，地域を問わずいたるところに見られ，
また，「同類」の基準も性別，年齢，民族など人口
学的なもの，宗教，政治など個々人の信条にかかわ
るもの，学歴，職業的地位など獲得的資源にかか
わるものなど多様である（McPherson et al. 2001）。

図 2　孤立死件数の推移
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殺及び他殺は除く）」，岐阜県は「１人住まいで，自宅，自室（病院，病室，介護施設を含む）で
病死しているのを発見されるなどして，検視の対象となった数」である。

　　2）東京 23 区は件数が多いので，孤立死件数／ 10 としている。
　　3）孤立死率（孤立死件数 / 死亡総数）が左軸，孤立死件数が右軸。
出所：東京都監察医務院，独立行政法人都市再生機構（UR），松戸市，岐阜県のデータから作成。
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格差とネットワークを検討するに当たり，と
くに重要なのが獲得的資源を通じた同類結合で
ある。というのも，豊富な資源をもつ人の集積
は，新たな身分集団の形成につながるからだ。
Bourdieu（1985）の指摘する社会関係資本はまさ
にそのようなものである。彼は，諸資源を有する
人びとの閉鎖的集団が固有の文化資本を育み，階
層を再生産させる可能性を指摘した。これこそが
関係の選択化によりもたらされるもう一つの格
差，閉鎖的集団の問題である。以下では婚姻を軸
に，同類結合と格差について論じてゆこう。

白波瀬（2008）が指摘するように，産業化の進
展と業績主義の台頭は，家柄と無関係の当人の意
思に基づく結婚を増やしてゆく。日本における

「見合い結婚」の衰退と「恋愛結婚」の隆盛は，
個人の意思を仲立ちとした結婚が増えていること
を表している。

しかし，配偶者選択が個人の意思によりなされ
るようになったからといって，同類結合が緩むわ
けではない。かりに，人びとが自らにとって有用
な資源をもつ人とのかかわりを選好するならば，
人びとの付き合いの基準はより業績的なものに転

じるだろう。関係の選択化は，業績主義に基づく
同類結合を助長し，それにより新たな格差をもた
らす可能性もあるのだ。

白波瀬は 1985 年，1995 年，2005 年の SSM 調査
を用いて人びとの学歴同類婚の強さを確認した。
同時に，高学歴カップルは，少ない子どもに多額
の費用を投入し，子どもへの教育に熱心であるこ
とも明らかにした。これらの結果は業績主義的な
同類婚が格差を助長する可能性のあることを示し
ている。

しかしながら，白波瀬の分析は，同類婚の経年
的な変化については，あまりふれていない。ま
た，分析のカテゴリーも，短大卒と大卒を同じ

「高学歴」カテゴリーに入れている点で現代的で
はない。そこで，2015 年の SSM データを用いて，
1950 ～ 69 年，1970 年代，1980 年代，1990 年代，
2000 年以降と結婚コーホートでサンプルを分け，
学歴同類婚の傾向を見てみよう。表 1 がその結果
である。

この表は本人の学歴を行，配偶者の学歴を列に
とり，結婚コーホートごとの推移をみたものであ
る。この表を見ると，大卒以上同士の同類婚の高

表 1　本人学歴と配偶者学歴のクロス集計

配偶者学歴
n

中学校 高校 短大・高専・
専門 大学以上

本
人
学
歴

中学校

1950 ～ 1969 年 63.4 28.4 5.0 3.3 483
1970 年代 50.6 39.8 7.7 1.9 261
1980 年代 40.4 45.6 12.3 1.8 57
1990 年代 32.4 50.0 17.6 0.0 34
2000 年以降 18.9 60.4 11.3 9.4 53

高校

1950 ～ 1969 年 22.6 56.6 7.7 13.1 557
1970 年代 13.7 63.4 12.4 10.5 744
1980 年代 5.8 63.7 18.1 12.4 502
1990 年代 6.0 58.4 22.1 13.5 466
2000 年以降 5.9 47.9 28.6 17.6 507

短大・高専・
専門

1950 ～ 1969 年 8.2 40.9 10.0 40.9 110
1970 年代 4.9 38.7 12.3 44.1 204
1980 年代 2.3 39.5 16.7 41.5 258
1990 年代 4.3 35.8 24.8 35.1 282
2000 年以降 2.2 32.6 32.1 33.0 445

大学以上

1950 ～ 1969 年 3.5 44.2 21.2 31.0 113
1970 年代 0.4 31.3 30.9 37.4 246
1980 年代 0.4 22.9 31.4 45.4 280
1990 年代 0.8 16.3 29.5 53.5 258
2000 年以降 1.4 14.4 29.0 55.2 513

（単位：%，数）

注：小数点第 2 位以下を四捨五入しているため合計しても必ずしも 100% にならない。
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まりは明らかである。1950 ～ 69 年に本人が大卒
以上で配偶者も大卒以上の人は 31% しかいない
が，2000 年代以降は 55.2% にまで拡大している。
本人中学卒，高校卒でも大卒以上と結婚した人の
比率は増えているが，1950 ～ 69 年からの増分は
5% 程度にとどまる。また，本人短大・高専卒で
大卒以上の人と結婚した人の比率は，1950 ～ 69
年 40.9%，2000 年以降 33.0% と減少傾向にある。
本人短大・高専卒と配偶者大卒以上のクロス表の
結果から，学歴の低い（短大卒）女性が学歴の高
い（大卒以上）男性と結婚する上昇婚の回路が狭
まり，大卒以上同士の同類婚が拡大したことがわ
かる。

昨今の，女性の社会進出にともない，女性の学
歴は着実に高まっている。それにしたがい，大卒
同士の高学歴カップルの比率も増えている。この
結果から，前項でみたように，結婚にいたる可能
性に階層によるスクリーニングがあるばかりでな
く，結婚の内容も格差化している事実が明らかで
ある。白波瀬の述べるように，高学歴カップルに
高い教育投資が見込まれるならば，高学歴カップ
ルの増加は格差拡大に結びつくだろう。

同類婚の影響は教育のみにとどまらない。とい
うのも「女性の社会進出」は，女性の高学歴化の
みならず，労働力化も引き起こすからだ。女性の
労働力化にともない，夫婦の就業形態に応じた新

たな格差が生じている可能性がある。これについ
て，先ほどと同じ 2015 年 SSM データを用いて，
配偶者（夫）の結婚時の就業形態と本人（妻）の
結婚 5 年後の就業形態を 1950 ～ 69 年，1970 年代，
1980 年代，1990 年代，2000 年以降の結婚コーホー
トでクロス集計して見てみよう。

なお，クロス集計の対象を妻の結婚 5 年後とし
たのは，結婚を経た後も就業を継続しているか
否か確認するためである 6）。それぞれの仕事のカ
テゴリーは，大企業フルタイム（企業規模 300 人
以上または官公庁に勤める正規雇用），中小企業フ
ルタイム（企業規模 300 人未満に勤める正規雇用），
非正規，自営業（自営業主，家族従業員，企業規
模 300 人未満に勤める経営者・役員），無職である。
ただし，夫が非正規および無職のケースはほとん
どないので，分析から予め除外した。

分析の結果，1）大企業であれ，中小企業であ
れフルタイム同士の正規雇用カップルが増えてい
ること，2）妻非正規の雇用形態が増えているこ
と，3）夫が被雇用者の場合に限り妻無職が減っ
ていること，4）自営業のカップルが減っている
こと，が明らかになった。格差という観点でいえ
ば，妻の就業が増えることでそれによる世帯の格
差は着実に増えているはずである。とくに，大企
業フルタイムや中小企業フルタイム同士のカップ
ルの増加は，結婚を通じた格差をさらに助長する

表２　夫結婚時職業と妻結婚 5年後職業のクロス集計

妻結婚 5 年後職業
n大企業

フルタイム
中小企業

フルタイム 非正規 自営 無職

夫
結
婚
時
職
業

大企業
フルタイム

1950 ～ 1969 年 3.4 7.2 5.1 7.2 77.2 237
1970 年代 5.5 10.6 5.9 4.8 73.3 273
1980 年代 4.9 10.7 11.2 4.5 68.8 224
1990 年代 8.2 15.5 11.4 2.3 62.6 219
2000 年以降 12.3 16.6 13.9 3.2 54.0 187

中小企業
フルタイム

1950 ～ 1969 年 1.0 8.8 12.4 11.4 66.3 193
1970 年代 3.3 15.8 9.1 7.7 64.1 209
1980 年代 5.0 12.1 16.1 6.0 60.8 199
1990 年代 2.3 14.7 24.9 4.5 53.7 177
2000 年以降 5.8 20.7 29.3 3.8 40.4 208

自営

1950 ～ 1969 年 0.0 7.1 5.5 53.3 34.1 182
1970 年代 2.5 12.5 6.7 44.2 34.2 120
1980 年代 2.9 12.9 5.7 37.1 41.4 70
1990 年代 2.7 20.3 16.2 21.6 39.2 74
2000 年以降 5.8 25.0 13.5 17.3 38.5 52

（単位：%，数）

注：小数点第 2 位以下を四捨五入しているため合計しても必ずしも 100% にならない。
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と考えられる。
Ⅲ 2，Ⅲ 3をまとめると，人間関係の選択化

は，婚姻を通じて二段階の格差をもたらす。その
第一段階として，まず，資源の量に応じて結婚で
きる人／できない人を選別し，関係の格差をもた
らす。次に，業績主義的な同類婚を通じて，カッ
プル間の格差も拡大させる。これらの格差は新た
な身分集団を形成する可能性がある。

Ⅳ　格差から関係性をとらえる意義

以上の議論をもとに，格差の視点からネット
ワークを検討する意義をまとめよう。まず，格差
論のメインストリームである地位達成研究におい
て，ネットワークが効果をもつと積極的に支持す
る知見は見いだせなかった。どちらかというと
ネットワークは，倒産やリストラにより生じたマ
イナス事態の改善，企業への適合などサポート的
な役割を果たしていたのである。

むしろ今後注目すべきなのが，関係の選択化に
より生じる排除および格差である。個人化に伴い
人びとは個々人の「必要」に応じて結びつけられ
るようになる。そうなると，「必要」とされる資
源をもつ高階層の人びとは，ますます潤沢な関係
に恵まれるようになり，そうした資源をもたない
低下層の人びとは，関係から排除される。同時に，
同類結合を望む人びとの性向は，業績主義に基づ
く新たな身分集団を形成する可能性がある。

しかしながら，これらの現象については，まだ
萌芽的に見られたにすぎず，実証的な研究が不足
している。個人化および雇用・婚姻の劣化により
もたらされる地殻変動は，私たちの人間関係を一
変させる可能性がある。関係の格差，それにより
もたらされる経済的・文化的格差は私たちの社会
に新たな亀裂をもたらしうる。これらの現象を的
確に捉えるためにも，格差の視点を取り入れなが
ら，諸個人のネットワークのありよう，および，
その効果を検討する必要性は高い。

付記：本研究は JSPS 科研費特別推進研究事業（課題番号
25000001）に伴う成果の一つであり，本データ使用にあたっ
ては 2015 年 SSM 調査データ管理委員会の許可を得た。使
用したデータは 2017 年 2 月 27 日版（バージョン 070）のデー

タである。

 1）たとえば，健康，生活習慣，教育達成，職業的地位達成へ
の影響が指摘されている。

 2）たとえば日本（渡辺 1991）や中国（Bian 1997）での転職
においては，強い紐帯の有効性が指摘されている。また，中
国とシンガポールの転職について検討した Bian & Ang

（1997）は中間程度の強さの紐帯の有効性を指摘している。
 3）個人化を扱った代表的書籍『危険社会』（Beck 1986= 

1998）が出版されたのが 1986 年，ネットワーキングを扱っ
た代表的書籍『ネットワーキング』（Lipnack & Stamps 
1982=1984）が出版されたのが 1982 年である。

 4）ただし，そういった場での共同性には，理不尽なルールや
序列など，関係があるゆえの残酷さが含まれることもある。

 5）ただし，女性については高所得の人ほど結婚できないとい
われている。

 6）妻の無業化は結婚よりも，子どもの出産により引き起こさ
れる（池田 2010）。したがって，二変数の一方を子どもの出
産一年後とする分析方法も考えられた。しかし，出産を基準
とした分析では，子どもを産まない夫婦は分析から除かれて
しまう。現在の多様な夫婦形態を考慮するならば，子どもの
いない夫婦の除外は，格差を検討するうえで望ましくない。
そこで，表 2 では，子どもを望む人の多くが出産をしている
であろう結婚 5 年後を分析対象とした。なお，今回の分析は
女性データのみ利用した。というのも，結婚や出産による職
業的地位の変化は，通常，女性に起こりうると考えられるか
らだ。SSM2015 データでは，配偶者については，結婚時の
職業しかわからない。そのため，分析のさいには，配偶者の
結婚時と本人の結婚 5 年後のデータを用いることになる。そ
うなると，妻が回答者でない限り，妻の結婚 5 年後の職業は
わからない。以上の理由から，今回の分析では男性のデータ
を用いなかった。
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